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自治体警察の廃止、原発の建設、米軍基地の設置、 
周辺自治体との合併、市庁舎の建て替え、小中
学校へのエアコン設置 等々さまざまなテーマで 
日本ではこれまでに 500 件を超える住民投票が
行われている。また実施を求めたものの議会に 
拒まれた事例が 1700 件以上ある。地域の重要
な問題は首長や議会任せにせず、自分たち自身
で学び考え話し合って決めよう ─ そう決意して
立ち上がった人々の劇的な動きをつぶさに紹介す
ると同時に、制度の不備についても的確に解説。

今井 一 編著	  

A5 版・320 頁（ 特別付録 A ４版・カラー 30 頁）

　［国民投票／住民投票］情報室は、学者､ 弁護士､ 議員､ 主婦､ 学生、ジャーナリストなど多様な人々で構成さ

れている市民グルーブです。2006 年の結成以来、国民投票・住民投票に関わる情報の収集、発信やこの制度への

理解を深めてもらうためのセミナーの開催、あるいは 国民投票・住民投票の実現をめざす人たちへの協力、制度

改革のための立法府への提言など、私たちはさまざまな活動を展開してきました。そして、そうした活動は沖縄県

民投票、徳島市民投票をはじめ各地の住民投票運動に少なからぬ影響を及ぼしています。

そんな活動の集大成ともいえる書籍『住民投票の総て』を 2020 年 5 月に刊行します。この分野を専門とする学者・

研究者はもちろんのこと、住民自治に関心を持つ市民やそれを追求する主権者にとって『住民投票の総て』は必読

の書になると確信しています。ぜひ御購読ください。そして、お住いの地域の図書館に購入申請をしてください。

刊 行 の 

御 案 内

『住民投票の総て』は2020年5月下旬刊行予定、定価5,200円（送料込み）です。
市民グループ、書店などが 10 冊以上まとめて購入される場合は、定価の 15％引きで販売します。

●振込み先

三菱 UFJ 銀行 東大阪支店 普通：1355400［国民投票／住民投票］情報室
ゆうちょ銀行 ATM 電信振替・通常払込：00920–4–263946 　　〃
※共にネットバンクで振り込むことができます。
●御手数をかけますが、振込み完了後に本会ウェブサイトの書籍注文のフォームもしくはメール alloftheref@gmail.com にて

［お名前・郵便番号・住所 ・振込み金融機関と振込み日・電話番号・注文冊数］を記して送信してください。

※本のお届けにかかる送料は当方で負担しますが、 
振込手数料は恐れ入りますが御負担ください。
※消費税は、本会からの発送分については負担していた
だかなくてけっこうですが、書店で購入される場合は 
定価の 10％分上乗せされます。御留意ください。 『住民投票の総て』2020年5月下旬刊行予定（限定700冊）



巻頭グラビア
▶︎「住民投票の現場から」（27 点のカラー写真）

第１章	 住民投票って何？
	 選挙とはどう違うのか。 

さまざまな住民投票、その制度と実施事例を紹介する。
▶︎	憲法 95 条に基づく住民投票
	 ・広島市の「平和都市記念建設法」
	 ・呉市などの「旧軍港市転換法」 
▶︎時限立法に基づく住民投票
	 ・自治体警察廃止の是非を問う。 

全国各地で 1200 件以上の住民投票が実施される。
	 ・戦中、強制的に合併された自治体の分離の是非を問う。 

横須賀市から分離した逗子市の事例。
▶︎大都市法に基づく住民投票
	 ・大阪市「大阪市の廃止・特別区の設置」（いわゆる都構想）

の是非を問う住民投票。
▶︎条例制定に基づく住民投票
	 多くの人が住民投票の活用を求め、実績もある。

	 次章に一覧化して示し、第３章以降で各地のさまざま事例を 
紹介し解説する。

第２章	 実施一覧・解説と統計グラフ
	 住民投票条例に基づいて行われた 400 件を超す住民投票、 

及び実施には至らなかったものの直接請求、議員提案などが 
行われたものも 700 件ほどを紹介。［自治体名・年月日・ 
テーマ・投票率・賛成率・反対率］を記した一覧表を掲示。

第３章	 条例制定に基づく住民投票の胎動 
（「巻町」以前）

▶︎東京都立川市──日本初の住民投票条例制定の直接請求運動
（米軍立川基地の跡地利用）

▶︎高知県窪川町──日本初の住民投票条例制定 
（四国電力の原発建設）

▶︎鳥取県米子市──宍道湖・中海の淡水化事業の是非を問う 
住民投票条例制定の直接請求運動

▶︎北海道──泊原発運転中止の是非を問う 
住民投票条例制定の直接請求運動

第２章 実施一覧・解説と統計グラフ：住民投票条例に基づいて行われた 400 件を超す住民投票、
及び実施には至らなかったものの直接請求、議員提案などが行われたものも 700 件ほどを紹介。 

［自治体名・年月日・テーマ・投票率・賛成率・反対率］を記した一覧表を掲示し、注釈で解説している。

第４章 ルポルタージュ住民投票
▶︎巻町（新潟県）──「原発建設」の是非を問う 
▶︎海山町（三重県）──「原発誘致」
▶︎刈羽村（新潟県）──「柏崎刈羽原発プルサーマル計画」
▶︎沖縄県──「日米地位協定の見直し及び米軍基地の整理縮小」
▶︎名護市──「米軍のヘリ基地建設」 
▶︎改めて「辺野古埋め立て」で２度目の県民投票
▶︎御嵩町（岐阜県）──「産廃処理施設建設」 
▶︎神戸市──「市営神戸空港建設」
▶︎徳島市──「吉野川可動堰建設」
▶︎米原町（滋賀県）──「市町村合併」4 択の住民投票
▶︎岩国市（山口県）──「米軍の基地機能移転」
▶︎佐久市（長野県）──「文化会館建設」
▶︎北本市（埼玉県）──「JR 新駅建設」
▶︎新城市（愛知県）、南アルプス市（山梨県）──「新市庁舎建設案」
▶︎「原発」大阪市民投票、「原発」東京都民投票、「原発」静岡県

民投票の直接請求
※上記のほかに 2 〜 3 件の事例を取り上げます。

第５章	 海外の住民投票制度と実施事例
▶︎アメリカ、スイスなど各国の事例を紹介。
	 アメリカでの住民投票を 200 件以上一覧表にして掲示する。

第６章	 住民投票の法制化へ
▶︎住民投票立法フォーラム案の解説
▶︎「常設型」住民投票条例⇒実施必至型住民投票条例の一覧
▶︎新たな［国民投票／住民投票］情報室案

別刷りの特別付録（A ４版・カラー 30 頁）

	 住民投票時に選管が発行する広報や投票用紙、あるいは賛否両
派のポスター、チラシなどを「別刷りの特別付録」として書籍
本体に付けます。

市町村合併
以外

市町村合併
以外

（87）	12月2
8日に再議の

結果、否決。
住民投票条例

は廃案に。

（88）	すでに
着工している

中での実施。
見直しに賛成

が多数を占め
たが、2017年

10月６日、市
長は

「結果は尊重
するが、これま

で通り計画を
進める」と表

明した。

（89）	老朽化
や採算悪化な

どで事業継続
が困難になっ

た市内唯一の
民間総合病院

「野洲病院」
（同

市小篠原）
に代わる新病

院として、市
は総事業費約

12億円の病
院建設計画を

打ち出した。

これに対して
、財政悪化へ

の懸念や駅前
の土地活用の

意見の相違か
ら反対する議

員の発議

で2017年９月
６日に住民投

票条例が可決
されていた。

投票率50％
の成立要件を

満たさず無

効に。開票も
されなかった

。

（90）	投票資
格者＝軌道中

心より一定の
距離以内に住

む人や法人登
録事業所代表

、土地を持つ
人。

開票…町内３
区間ごと。

（91）	第５章
で詳しく紹介

している。

（92）	「宇陀
市保養センタ

ー美榛苑の老
朽化に伴う宿

泊事業者誘致
事業・公園整

備事業につい
て市

民の賛否を問
う住民投票」

。新市長がリ
ゾートホテル

誘致計画中止
を決めたため

、計画推進

派の議員たち
が条例案を提

出。結果を受
けて市長は中

止表明。

（93）	現在の
７区を３区に

再編すること
の是非を問う

もの。首長提
出の原案は、

区の再編の是
非を

問い、賛成し
た者にだけ３

区案の是非を
問うものであ

ったが、議会
の修正でまず

３区案の是

非を問い、反
対した者にだ

け再編成の是
非を問うもの

になった。ま
た市長選や市

議選と同日

執行であるこ
とから投票運

動に戸別訪問
の制限を付加

した。成立要
件は投票率

50％以上と

し、市と市議
会に尊重義務

が生じる。

（94）	市長が
白紙撤回した

歴史資料館の
構想を表明し

たため、条例
案が議員提案

された。

（95）	2020
年1月より署

名を集める予
定。

議決日
自治体

テーマ

形式
下註

2016-12-22
各務原市（岐

阜県） 市役所の耐震
補強か建て替

えか
直接→×

2016-12-22
佐渡市（新潟

県） 市役所新庁舎
建設

直接→〇 （87）

2016-12-22
和泊町（鹿児

島県） 新庁舎建設計
画の見直し

直接→×

2017-01-30
大垣市（岐阜

県） 市庁舎建設の
延期

直接→×

2017-06-26
石垣市（沖縄

県） 平得大俣地区
への陸上自衛

隊配備計画
議員→×

2017-06-29
大山埼町（京

都府） 学童用プール
の移転

直接→×

2017-07-13
矢吹町（福島

県） 都市再生整備
計画事業、及

び道の駅推

進事業の再検
討

直接→×

2017-07-28
近江八幡市（

滋賀県）市庁
舎整備等基本

計画
直接→×

2017-08-14
神栖市（茨城

県） 防災アリーナ
計画規模見直

し
直接→△ （88）

実施 	2017年
10月１日（18

歳）／投票率
	33.40％、賛

成	54.32％、
反対	45.15％

2017-09-20
野洲市（滋賀

県） 市民病院計画

議員→○ （89）

実施 	2017年
11月26日（1

8歳／外国人
）／不成立

2017-11-14
半田市（愛知

県） 市立病院の移
転新築予定地

直接→×

2017-12-14
長崎市（長崎

県） 「小島養生所
」遺構などの

完全保存
直接→×

2017-12-29
行橋市（福岡

県） 図書館等複合
施設整備運営

事業
直接→×

2018-0-20
宮古島市（沖

縄県） 学校規模適正
化計画

直接→×

2018-06-25
石垣市（沖縄

県） 陸上自衛隊配
備計画

議員→×

2018-07-10
彦根市（滋賀

県） 市民体育セン
ターの再開

直接→×

2018-09-22
富士川町（山

梨県） リニア防音・
防災フード設

置
首長→× （90）

議決日
自治体

テーマ

形式
下註

2018-10-26
沖縄県

（米軍基地建
設のための）

辺野古埋立て
直接→○ （91）

実施 	2019年
２月24日／投

票率	52.48％
、賛成	18.99

％、反対	71
.74%、どちら

でもない	8.7
0％

2018-11-05
宇陀市（奈良

県） リゾートホテ
ル誘致

議員→〇 （92）

実施 	2018年
12月16日／投

票率	51.32％
、賛成	48.03

％、反対	49
.76％

2018-11-27
鎌倉市（神奈

川県） 市役所移転

長→△

2018-12-13
浜松市（静岡

県） 2021年１月１
日までの３区

案での再編
長→△ （93）

実施 	2019年
４月７日（18

歳）／投票率
	55.61％、3区

案に賛成	36
.71％、	

3区案に反対
・再編に賛成

	8.81％、再編
に反対	44.03

％

2018-12-14
長崎市（長崎

県） 複合施設（M
ICE）の建設

凍結
直接→×

2018-12-21
小牧市（愛知

県） 子ども未来館
の整備計画

直接→×

2019-02-01
石垣市（沖縄

県） 陸上自衛隊配
備計画

直接→×

2019-02-05
沼津市（静岡

県） JR沼津駅周
辺鉄道の高架

事業
直接→×

2019-03-08
新宮市（和歌

山市） 文化複合施設
整備計画にお

ける６３億円

を超える事業
費支出

直接→×

2019-03-14
鹿嶋市（茨城

県） 歴史資料館建
設及び関東鉄

道跡地利用

関連事業

議員→× （94）

2019-03-15
宮城県

東北電力の女
川原子力発電

所の再稼働
直接→×

2019-03-22
芦屋市（兵庫

県） 放課後児童ク
ラブ（学童保

育）の民間委

託

直接→×

2019-09-05
御前崎市（静

岡県） 産廃処理施設
の建設

直接→

2020-xx-xx
茨城県

日本原電東海
第 2原子力発

電所の再稼働
（95）

19

20

第xx章　住
民投票の実施

拒否をめぐる
動き

市町村合併
以外

市町村合併
以外

（1）〜 （4）第４章で詳しく紹介している。

（5）〜 （8）、（10）、第５章で詳しく紹介している。

（9） 実施を市長裁量に。

議決日 自治体
テーマ

形式 下註

1979-02-01 立川市（東京都） 米軍立川基地の跡地利用
直接→× （1）

1982-07-19 窪川町（高知県） 四国電力の原子力発電所設置
首長→○ （2）

1983-12-26 大飯町（福井県） 関西電力の原子力発電所設置
直接→×

1983-12-26 本郷町（広島県） 町内での広島空港の建設
直接→×

1984-02-03 今治市（愛媛県） 織田が浜埋め立て港湾の建設
直接→×

1984-04-24 逗子市（神奈川県） 池子での米軍住宅建設
直接→×

1985-05-26 高知市（高知県） 競馬場跡地の自然公園化
直接→×

1985-05-28 青森県
核燃料サイクル施設の建設立地

直接→×

1985-07-24 高槻市（大阪府） 教育委員候補者の選定
直接→×

1985-12-21 池田町（岐阜県） 町営有線テレビの設置
直接→×

1986-05-26 富来町（石川県） 北陸電力の志賀原子力発電所建設 直接→×

1986-06-03 紀勢町（三重県） 中部電力の芦浜原子力発電所建設及び 

事前環境調査

直接→×

1986-11-21 石巻市（宮城県） 専修大学の誘致
直接→×

1987-07-15 逗子市（神奈川県） 池子の米軍住宅建設計画
直接→×

1987-08-12 逗子市（神奈川県） 池子の米軍住宅建設計画
直接→×

1988-07-12 米子市（鳥取県） 中海の淡水化（国の干拓事業）
直接→○ （3）

1988-10-13 逗子市（神奈川県） 池子の緑の保存
直接→×

1988-12-03 北海道
北海道電力の泊原子力発電所１号機の 

運転開始

直接→× （4）

1989-05-10 阿久根市（鹿児島県） 国立病院の存続拡充
直接→×

1990-01-31 徳島市（徳島県） 海洋パーク事業への融資
直接→×

1990-09-17 富岡町（福島県） 東京電力の福島第二原子力発電所３号機

の運転再開

直接→×

1990-09-26 楢葉町（福島県） 東京電力の福島第二原子力発電所３号機

の運転再開

直接→×

1990-12-20 倶知安町（北海道） 一般廃棄物の処理手数料の徴収
直接→×

1991-03-07 芦屋町（福岡県） 海岸埋め立て計画
直接→×

議決日 自治体
テーマ

形式 下註

1991-03-22 逗子市（神奈川県） 開発行為などの規制
首長→×

1991-09-04 高富町（岐阜県） ゴルフ場建設

直接→×

1991-10-11 舟形町（山形県） 町立中学校の統廃合
直接→×

1992-01-22 岐阜市（岐阜県） 長良川河口堰建設の一時中止
直接→×

1992-03-26 太子町（大阪府） ゴルフ場建設

直接→×

1992-05-02 明宝村（岐阜県） 村の名称変更

直接→×

1992-10-15 千代田区（東京都） 公共施設適正配置構想
直接→×

1993-02-26 南島町（三重県） 中部電力の芦浜原子力発電所建設 議員→△ （5）

1993-04-30 平群町（奈良県） ゴルフ場誘致

直接→×

1993-07-15 増穂町（山梨県） ゴルフ場建設

直接→×

1993-10-05 串間市（宮崎県） 九州電力の原子力発電所建設
首長→○ （6）

1993-11-18 茨木市（大阪府） 国際文化公園都市の開発
直接→×

1993-12-06 敦賀市（福井県） 関西電力の原子力発電所新設及び増設 直接→×

1993-12-13 巻町（新潟県） 東北電力の巻原子力発電所建設
議員→× （7）

1993-12-24 六ケ所村（青森県） 高レベル放射性廃棄物の搬入
直接→×

1995-03-16 交野市（大阪府） 第二京阪道路の建設方法
直接→×

1995-03-24 南島町（三重県） 中部電力の芦浜原子力発電所建設 

（条例改変）

議員→○

1995-04-19 鹿児島市（鹿児島県） 高麗橋の撤去

直接→×

1995-06-26 巻町（新潟県） 東北電力の巻原子力発電所建設
議員→○ （8）

1995-09-25 常滑市（愛知県） 中部新国際空港の建設
議員→×

1995-09-26 串間市（宮崎県） 九州電力の原子力発電所建設（条例改変） 首長→○ （9）

1995-10-03 巻町（新潟県） 東北電力の原子力発電所建設
直接→○ （10）

実施  1996年８月４日／投票率 88.29％、賛成 38.55％、反対 60.85％

1995-10-13 川崎町（宮城県） 競艇の場外舟券売り場の設置
直接→×

1995-11-10 鹿児島県
西田橋の移設

直接→×

1

2

第 xx 章　住民投票の実施拒否をめぐる動き


